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〈概要 〉地域の コ ミュ ニ テ ィ エ リアネ ッ トワ
ー

ク（CAN ）普及は 、 教育機関で の ネ ッ トワ
ー

ク利用 目的

や運用 にも大きな影響を与える こ とが予想 され る。本稿 で は、各地の ネ ッ トワ
ー

ク と コ ミ ュ ニ テ ィ関

連プ ロ ジ ェ ク トを参考に 、 教育機関の 位置づ けを改めて問 うとともに 、 地 域が 学校運営に参画 し、生

涯学習の 情報拠点 として機能するため の モ デル を検討す る 。

〈 キーワー ド〉地域ネ ッ トワ
ー

ク、情報環境、生涯学習、学社融合 、
コ ミュ ニ テ ィ ス ク

ー
ル

1．はじめ に

　現在、学校教育にお けるネ ッ トワ
ー

ク利用は

情報教育を主 とした授業活用が第一の 目的 とさ

れて お り、機器整備等の 施策もそ れに基づ い た

展開がな されて い る 。 しか し 、 CATV 等をア ク

セ ス ライン とす る地域性の 高い ネ ッ トワークが

今後急速に普及 し、登校児童生徒を含む地域市

民のネ ッ トワーク参加率が増加す るに したが っ

て、ネ ッ トワーク接続 された学校や社会教育施

設 に対す る認識や要望 は これ まで とは異な っ た

もの となるで あろう。 本稿で はまず 、 今後予想

され る新たな課題を提出 し、これ に見合 っ た地

域情報教育環境の あ り方を検討す る 。

2．ネッ トワ
ーク普及 に伴う新たな問題

　これ まで
、 家庭 におけるネッ トワーク普及を

阻ん で きた要因は、おもに割高な通信料金や情

報機器、あるい は操作 ス キル に関する問題で あ

っ た 。 し か し、多様な通信サービ ス の 充実や機

材 の低廉化に よっ て問題は解消 され、普及は数

年で
一

気に拡大するこ とが予想 され る。特 に、

学校教育に つ い て 注 目 され る の は 、 児童生徒の

保護者層が徐 々 に情報機器 を日常的 に扱 う世代

へ とシ フ トして い る こ とであ り、すで に家庭で

携帯電話やネ ソ トワー
ク等の 情報環境に慣れ親

しんだ保護者 と子供達を対象 とし、り一 ドする

教育が今後要求 され るこ とにな るだろ う。

　ネ ッ トワ
ー

ク普及 に よる教育 へ の 要求 は 1 ）

メディ ア の 個別化 2）ス キル 教育か らメディ ア

リテ ラ シ
ー

教育 へ の シ フ ト 3 ）参加連携要求の

増加 、
の 3 点が 挙げられ る。

　 1）に つ い て は、電子メール な ど大部分 の ネ ッ

トワ
ー

クサー ビ ス は、携帯電話の よ うに個別

性 ・双方向性 の 高い もの で あ り、家族や集団 の

単位を窓口 と して い るか ぎり定着は難 しい と思

われ る 。 す なわち 、 教師が教材を提示 した り、

行 動を コ ン トロ
ー

ル す る形態（教え与 え るネ ッ

トワーク）では満足 されず、む しろ児童生徒個人

をネ ッ トワー
クに 直接参加 させ 、 主体的に コ ミ

ュ ニ ケー トさせ る こ とが最低の前提条件となる。

　 2）につ い ては、最近は学習者 と教師の 技能 ス

キル に逆転が見られ るこ とは珍 しくなく、 加 え

て カ リキ ュ ラ ム が子 供達の 現状に追い っ い て い

ない 点が問題 とな りつ っ ある（例 えば 、 携帯電話

を用い たデマ メ
ール やチ ェ

ー
ン メ

ール など）。 情

報教育は 、 操作技能中心 の 内容か ら 、 よ り高度

なメデ ィ ア 利用や コ ミュ ニ ケ
ーシ ョ ン の た め の

実践的 な知恵へ の シ フ トが要求され て い る 。

　 3）に つ い ては 、 地理的時間的制約を取 り払 う

ネ ッ トワ
ー

ク の 特性 と、 解放的で相互 協調的な

イ ン タ
ーネッ ト文化 を背景 として、教育機関の

情報提供 ・
情報公 開、あるい は相互連携に対す

る要望が さらに高まる ことが予想 され る 。 実質

子供の 学校教育か ら疎外されてきた 勤労者保護

者の 参加や 、卒業生 へ の 呼びかけが可能になっ

て い る。

3．授業中心か ら学校生活全般に

　 関わるネッ トワークへ

　教 育機関 の イ ン ターネ ッ ト接続整備は こ こ

数年の 世界各国の 緊急課題 とされて きた ため 、

国家施策に対 して 自治体や現場 ニ
ーズが追い つ

かない 、極端 なテ ク ノ ロ ジー ・プ ッ シ ュ を生 じ

て い る点は否 めない 。利用形態や 目的が十分煮

詰め られ ない まま導入が進め られ るこ とで 、と

りあえず形通 りの イ ン タ
ー
ネ ッ トは使えるが、

授業利用が難 しい 形態で あ っ た り、
一

部教師に

負担が集中するな ど の 問題が生 じる 。

　ネ ッ トワ
ー

ク普及 に伴 う新たな問題 に直面

＊1TOYOFUKU ，　Shimpei： 国際大学 GLOCOM （toyofUku ＠glocom、ac ．jp）
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す るにあた っ て 、教育機関の 取 り得 る方向は 、

単に 「イン ター
ネ ッ トとい うもの 」 を学校教育

と して紹介す るに とどめてお くか 、ある い は 、

よ り本格的な利用を前提に、情報機器設備や情

報サー
ビス の拡充とい っ た次の ス テ ッ プへ 踏み

出すか、の いずれか しか ない
。 例 えば、個別性

に対する要求をある程度学校環境で満足 させ る

た めには 、
コ ン ピ ュ

ータ導入 台数の 大幅な見直

しや、ネ ッ トワ
ー

クサービス の 提供が必須条件

となるで あろ う。 現状で も日本は 1 クラ ス あた

りの 授業実践に不足ない 台数が導入 目標 とされ

て い るだけであ り、 国際的にみ ると遅れをとる

結果 となっ て い る1
。

　 だが
、 これまで の コ ン ピ ュ

ー
タ導入 と利用経

過が必ず しも思わ しくなか っ たこ とや、情報環

境の整備運営は相当の コ ス トが継続的に要求さ

れ る ため 、
「果た して本 当に使われ るか どうか

分か らない 」学校ネ ッ トワ
ー

クに対する費用対

効果は疑問視 されて も無理ない 状況 にある 。 た

し か に 、 現状 の 学習指導要領の枠内で 授業 中心

とした実践利用を行 うの は難 しく、現場教師サ

イ ドの 個人的な力量に多くを依存 して しまっ て

い る点 は否定で きない
。

　 しか し 、 情報教育以外 へ 目を転 じてみれば、

学校は 「家庭 ・地域との 連携」 や 「生涯学習」

「学校運営へ の 市民参加」 とい っ た課題に も向

き合い なが ら新 しい学校像を摸索 して い る段階

に あ り、 これ らを総合的に議論する こ とが解決

策 を見 い だす こ とにつ ながる と思われ る。 すな

わち 、 機材や情報サー ビ ス を学校教育（情報教

育）の み な らず、地域の 生涯学習や学校運営に も

活か し 、情報拠点 として の 意義を高めるこ とで、

より多様な効果 を見込む ことが 可能となるであ

ろ う。

　学校の 持つ 地域性 とコ ミ ュ ニ テ ィ との 連携に

つ い てはすで に議論 されて い る2が 、ここで は国

内外の動 向か らさらに広範か つ 具体的なモ デル

を考えて みた い
。

4．国内外の 動向

　ア メ リカ連邦政府 に よる情報化施策の うち、
コ ミュ ニ テ ィ に対す る助成は教育省や住宅都市

開発省 3によ っ て行われて い る。例えば 、 教育省
の Communi 鰍 颱 chnology 　Centers4は 、

マ イ ノ

リテ ィや所得差に よる情報格差を是正す るた め、
IT を用い た コ ン ピ ュ

ー
タア クセ ス と教育サー

ビス を地域に提供するもの で、1）幼児 ・家族向

けプ ロ グラ ム 2）放課後活動 3）成人教育 4）
人材 育成 ・雇 用を柱 として い る。また 、21st
Century　Community 　Learning 　Centers5は 、 子

供達の ため の 放課後や週末の安全な活動環境を

学校 内に設け る趣旨で行われて い るもの だが 、

情報通信技術に関するプ ロ グラ ム が提案に含ま

れて い る。 い ずれ もコ ミュ ニ テ ィ に学校教育以

外の 教育情報拠点を設けようとする動きとして

注 目で きる。

　
一方、日本国内におけるネ ッ トワークを利用

した教育機関と家庭 ・地域との 連携 は、現状で

は報告ケース が希少で あり 、 関わ り方 も限 られ

て い る よ うに見受け られ る 。

　児童生徒、保護者 、 教師の 三者を結んで本格

運用 されて い るもの として は玉川学園の ChaT
Netβが挙げられる 。 これ は電子会議室を中心 と

したネ ッ トワー
クサービ ス である。

　教育機関が地域の 情報教育拠点 として定着 し

て い るケ
ー

ス としては 、 北海道 ・稚 内北星学園7

が毎年開講 し て い るサマ
ー

ス クール が挙げ られ

る 。

　秋津 コ ミュ ニ テ ィ
8（千葉県習志野市立秋津小

学校）で は、学校施設 コ ミ ュ ニ テ ィ ル ーム 解放 、

地域連携 （運動会 ・バ ザー
等の 企画）等が行わ

れてお り、ホーム ペ ージもコ ミュ ニ テ ィ組織が

運営 して い る 。 地域 との 連携 をユ ニ ー
クな 「タ

ウン ワーク ス 」 として実践 して い る大阪府松原

市立布忍小学校 9で は 、 保護者の 学習ボ ラ ン テ ィ

アや幼 ・保 ・小 ・中学校間の相互連携に つ い て

ホ ーム ペ ー
ジで紹介 して い る。 奈良市立富雄南

中学校toで はホーム ペ ージで地域にむ けた生徒
有志の ユ ニ

ー
クなボ ラ ン テ ィ ア 活動 「やまび こ

ネ ッ ト亅 を紹介 して い る 。

　後者 3 つ の ケース は、従来の 情報教育とは異
な っ たア プ ロ ー

チか ら地域や保護者 との 連携を

模索し 、 これにネ ッ トワ
ー

ク利用が応用 され た

もの と言 える。

5．コ ミュ ニ テ ィエ リアネッ トワ
ー

ク（C州 ，における

　 教育機関の役割

　例に挙げた よ うに
、 ネ ッ トワーク整備の 課題

は 、当初の ア クセ ス ライ ン確保か ら、より具体

的な情報サービ ス やア プ リケー
シ ョ ン の 提供運

用 へ とシ フ トしつ つ ある 。
こ れ までイン フ ラ整

備を中心 として 行われて きた地域情報化 につ い

て、とこで 改めて 問われるの は、グロ
ーバ ル な
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イン ターネ ッ トア クセ ス を保証 しつ つ 、 い か に

　地域性 の 高い情報や コ ミュ ニ テ ィ をネ ッ ト上

に形成 し定着させ るか、とい う
一

見矛盾 した問

題 で ある 。 CAN の 発想で は 、情報化の ベ ネフ

ィ ッ トはまず地域振興 ・活性化に還元 されねば

な らない 。 地域 トラフ ィ ッ クの 大半が地域内で

留まるよ うな工夫がな されなければ、ネ ッ トワ

ークメディ ア もまた マ ス メディ ア と同様に
一
極

集中 と地方の 情報過疎を招い て しま うであろう。

　各種の 行政機 関の 中で も比較的高い 地域密着

性を持つ 教育機関は 、CAN におい て も重要な

地域情報源 として 、あるい は コ ミ ュ ニ ケーシ ョ

ン の ス テージ の 媒介として の期待をかけるこ と

が出来る。そこ で、地域 にお ける情報サ
ー

ビス

を 「地 　　報拠点モ デル 」 と 「塑 」 に

分 けて 検討 してみ るこ とにす る。

6．地填情報拠点として

　 の 教育機関

表 1 地 域情報拠点におけ る情轍サービス

サービス 内　 容 情報サービス

イン ターネ ッ ト系 連絡手 段・
情報 共 有 電子 メール

サービス 協同作業 メーりングリス ト

資料収 集・
情報発信 グループウェ ア

スケ ジュ
ー

ル ボー厶 ページ

施設予約

フ ァ イル サーバ 系 文 書蓄 積 ・資 料整 理 ファ イル 共 有

サービス 定型文書共有 ファ イル サーバ

共通デー
タ共有 プリントサ

ーバ

　地域情報拠点は、地

域市民が 直接参画す る

コ ミ ュ ニ テ ィネ ッ トワ

ー
ク の 中核を担 うもの

で あ り、小学校等単位

に設置す るこ とをイメ

ージす る。

　　報拠点の 目的は 、

陸
鴫

曲
S伽 5

囀 驫
図 t 地域ネットワーク

　　 の イメージ

　　　　　　　　　　 1 ）学校内情報環境 ・全

員加 入型ネ ッ トワ
ー

クサ
ー

ビス の提供 、 2 ）情

報格差是正 の ための 地域市民向けア クセ ス 環境

の提供、 3）IT教育を中心 とした地域生涯学習

環境（レ クチ ャ
ー
施設）の 提供、4 ）「参画型ネ ッ

トワ
ー

ク」 として の 地域内バ ーチャ ル コ ミュ ニ

テ ィ提供 、 5）地域情報の 蓄積公 開 、
の 5点が

挙げられ る 。

　 1）にお い て は学校授業活用以外の 生活全般 、

校務ま で を視野に入れた もの とし 、 さらに 2）

3 ）とい っ た地域向けサ
ー

ビ ス の機能を併せ持

っ 本格的設備整備を条件とする 。 4）では 、コ

ミュ ニ テ ィ ス ク
ー

ル の 発想か ら、 市民の 拠点情

報サービ ス 利用 を可能 とし、学校 ・保護者間の

連絡、連携、ある い は学校運営に関わる検討が

オ ン ライ ン で行 える よ うにする 。
5 ）で は、学

習成果 を貴重な情報資産 として蓄積す るととも

に 、コ ミュ ニ テ ィや各種社会教育施設 とも連携

した情報提供が行える よ うにするもの で ある 。

　これ ら目的を満たす鯉 として は 、

表 1 の よ うにま とめ られ る。どちらか と言 えば

フ ァ イル サーバ 系サ
ー

ビ ス は、学校内で の情報

蓄積や校務を目的 と した もの で あ り、施設単位

で の整備が必要である。 これ に対 しイン タ
ー
ネ

ッ ト系サ
ー

ビス は、
一
定規模まで維持 管理 コ ス

トは変わ らない の で 、い くっ か の施設を統合 し

た形で加入規模単位で NOC （ネ ッ トワ
ー

クオ ペ

レ
ー

シ ョ ン セ ン タ
ー）を設置する方法が考えら

れ るで あろ う。

7．コ ミュ ニ テ ィに おける新しい市民ボラン テ ィア

　学校の 情報化にお い て はネ ッ トディ をは じめ

とした 技術ボラ ン テ ィアが盛んで ある 。 しか し

なが ら、行政 として機器保守、ヘ ル プデス ク、

運用管理を、分掌の ない 教師個人やボラ ン テ ィ

ア に依存し続 ける こ とは問題に され る べ きであ

る 。 相応の維持管理 コ ス トの 支払い を避けるこ

とは 、 技術エ ン ジ ニ ア系の 育成を阻害し、 事実

上ボラ ン テ ィ ア を使い 捨て る ことに もなる 。

　地域内で の コ ミュ ニ テ ィ を前提 とすれば、ボ

ラ ン テ ィ ア の あ り方 も大きく変わる事が予想 さ

れ る 。 技術ボラ ン テ ィア に変わ っ て よ り大 きな

意味合 い を持 つ の は、バ ーチ ャ ル コ ミュ ニ ティ

を形成す る上で リ
ーダーシ ップを発揮する 「ネ

ッ トワ
ークモ デ レータ」や 「地域 コ ーデ ィネー

タ」 で ある。
これ らの 役割は 、 目に見えない縁

の 下 の 力持 ち （技術ボ ラ ン テ ィ ア）で はな く、

コ ミ ュ ニ テ ィをリ
ー ドする顔役的な存在となる

こ とで 、金銭 とは異な っ た名誉を参加者に対 し

て還元す る こ とが可 能になるだろ う。

8．広域モデル の情報サービス

　地城情報拠点を前提と した場合、よ り広城な

モ デル で の 情報サ
ービ ス と しては 、 1 ）ホ

ーム

ペ ージに よ る情報提供を中心 と した リソ
ー

ス サ
ービ ス 、 2）データベ ー

ス やサーチエ ン ジン を

中心 と したデ ィ レ ク トリサ
ービ ス

、 3）各拠点

間を結ぶ コ ミュ ニ テ ィサー
ビス 、の 3 点が挙げ
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られ る。 2）に つ い ては、現在数多くあるホー

ム ペ ージ リン ク集の 発展版とも呼 べ る もの で 、

オ ン ライン デー
タ ベ ー

ス による自動化 、 作業の

分散協調化が見込 まれ る。これは単にフ レキシ

ブル な検索サー ビ ス を行 うこ と以上 に 、 D各拠

点に分散化された リソース の発掘 、 継続的な リ

ン クメ ン テナ ン ス ij）様 々 なポ リシ
ーを積極的

に認 めた分類方法 ・再編集に よる価値付け シ ス

テ ム 11（お 墨付き）が今後重要視され るであろ う。

　 3）に つ い て は、すでに学校間プ ロ ジ ェ ク ト

等として 従来か ら行われて きた もの で あ るが 、
バ ー

チ ャ ル なコ ミ ュ ニ テ ィでのア クテ ィ ブなメ

ン バ ー
は規模に 関わ らず 20 名程度に常に限定

され る傾向にあるこ とか ら、 参加学校や対象者

が今後大幅に増加す るにあた っ て は 、 よ り多様

な受け皿 が必要 とされる と思われ る 。

　こ れ らの 広域の 情報サービ ス は 、 行政の単位

や系列ごと設けるこ とも可能であるが、む しろ、

多様な価値観や利用形態を前堤に 、 行政機関の

み ならず、大 学研究機 関、民 間企業 、 ボラ ン タ

リ
ーグル

ープなどの活動を積極的に認め、支援

で きる体制づ くりが 望ましい
。 また 、 これ ら情

報サ
ー ビ ス を利用す る利用者に対 して も、 地 域

と広域の バ ラ ン ス に配慮 しつ つ
、 利用者側が 自

在に選択組み合わせ 可能なシ ス テ ム 作 りが必要

とな るで あろ う。
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